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自動認識システムに関わる電波法
【第4回】 2.4GHｚ帯の無線システムの理解

も意外と知られていないものに高出力の電子レンジも

この周波数帯にある。また平成1 1年の電波法改正によ

り第二世代小電力データ通信システム用として欧米と

同じ周波数領域が割り当てられた結果、日本では２つ

の周波数帯がデータ通信に使用が可能となった。ただ

し将来的には第二世代の周波数帯の１本に絞られる公

算が強い。

少し法制面でこのI S Mバンドを見てみると、郵政省告

示二百五十七号、無線設備規則第六十五条の規定によ

り、通信設備以外の高周波利用設備から発射される基

本波又はスプリアス発射による電界強度の最大許容値

の特例が認められている（第１表）。

これは他の無線周波数の設備基準からすると非常に

大ざっぱなものである。更に最も身近にありながら、

はじめに

2 . 4 G H z（ギガ・ヘルツ）と言えば、一昔前では無線

通信の分野でもそれほど馴染みのある周波数ではなか

った。ところが、あろうことかパソコンのクロック周

波数で「あれよ、あれよ」と言う間に 1 G H z を越え

2 G H zに迫る勢いで、 G H zと言う単位はパソコンのクロ

ック周波数で馴染みになってしまったきらいがある。

とは言うものの通信機器の周波数としても、「ケイタ

イ」に内臓、パソコンに標準装備と、名実共に名を揚

げてきた「ブルートゥース」もこの2 . 4 G H zを使用して

いるし、有線通信のブロードバンド化が進む中で高速

無線Lanでもお馴染みになってきた。

自動認識市場でも無線による高速データ伝送システ

ム用として2 . 4 G H zは、なくてはならない存在となって

きた。今回は2 . 4 G H zの無線通信を中心にご紹介をして

いきたい。

ISMバンドと2.4GHz

この周波数はI S Mバンド（＊1）と呼ばれ、国際的に割

り当てられている多目的用途の周波数帯である。従っ

て特定の目的をもった業務に割り当てられている訳で

はないので、この周波数帯では多くの電波（電磁波）

が介在する。

まずこのI S Mバンドという周波数帯全体のイメージを

理解していただくため、第１図をご参照頂きたい。割

り当てられている用途領域が幾重にも重なっており、

単一用途に限定しないのでうまく使い回しができると

周波数の利用効率は上がる。しかし利用状態が過密に

なってくると電波干渉・混信・妨害が発生する危険性

をはらみ、解決が難しい側面を持つ。また通信以外に

第1図　 日本国内2.4GHz帯（ISMバンド）割当ての現状
（＊2）フランス/スペインを除く

（＊1）ISM：産業・科学・医療（Industry-Science-Medical）の頭文字をとったもの。

第1表　　ISMバンドの技術条件
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また許可されている変調方式は多岐にわたり、直接拡

散方式（ダイレクト・シーケンス：D S）と周波数ホッ

ピング方式（フレケンシー・ホッピング：F H）、さらに

これらの複合方式、またF H方式と直交周波数分割多重

方 式 （ O F D M ）の 複 合 方 式 、 更 に は 4 0 0 M H z 、

1 2 0 0 M H z同様に振幅変調（A S K）、周波数変調（F S K）、

位相変調（P S K）がある。従って使用機器の選定にあた

っては、これらの混在使用の可否、その通信特性につ

いてシステムの構築時に電波環境調査を含め混信、妨

害、相互干渉等の十分な吟味が必要である。

またシステム構成は、「特に規定しない」となってい

るので種々の構成が可能であるが、一般的通信用途で

は６月号でご紹介した4 0 0 M H z、1 2 0 0 M H zと同様のシス

テム構成である。

無線機器の導入にあたって

一般的に使用される殆どの通信・変調方式が認めら

れる形となった2 . 4 G H zでは、各社の独自仕様の無線機

器販売も可能になり、低価格化と普及が進み、各種の

無線L A N機器がO A，F Aの現場で多用されてきている。

それだけに、無線機器の普及は、その利用の増加と共

に、今となっては無線通信の宿命ともなってしまった、

機器相互間の電波干渉問題が浮上してくる。５月号で

もご紹介したように、いったん発射された電波は音と

同様に、その出力に応じてユーザの意図とは無関係に、

壁を越え、垣根、隣地境界を越えて伝搬する。

当然、同一ユーザ内だけでの相互干渉とは限らない。

隣地境界を越えて混信・妨害が発生し機器ユーザ間で

加害者と被害者の立場が発生し、解決が非常に困難な

課題を常に含んでいる。

干渉発生での最悪の場合は、どちらか一方が電波の

ほとんど関心を持たれていない電子レンジの法的条件

を、少し興味本位ではあるがご紹介しておきたい（第

２表および３表）。

2.45GHzとシステム規格

各種用途に使用される多目的周波数帯、2 . 4 G H z帯で

あるがデータ通信とR F I Dではどのようになっているの

かを見てみたい。

電波法では、小電力データ通信システムの無線局と

して電波法施行規則第６条第４項第４号に、またR F I D

である移動体識別では電波法施行規則第６条第４項第

２号（特定小電力無線局の移動体識別） 規定される。

これらに適用される規格は第４表に示す通りである。

この2 . 4 G H z帯での通信で注意が必要なのは、基本的

に通信プロトコルの条件を制限していないことである。

従ってブルートゥースや I E E E 8 0 2 . 1 1 bはもとより、メー

カ毎に各種独自の通信手順・変調方式が存在し得るの

で、機器の接続互換がまったくないことも少なくない。

第2表　電子レンジの技術条件（電波法施行規則第46条の7）

第3表　電気用品取締法 技術基準別表第八では、電子レンジの漏洩電波の電力密度条件

第4表



バーコード　2002.7. 51

やさしく解説だれでもわかる自動認識システムに関わる電波法 基礎講座

発射の停止、つまりその周波数での運用停止をしなく

ては、電波干渉を回避できない状態も考えられる。

基本的な理解としての干渉問題回避策は、運用周波

数の重複が無いか、少なければ干渉の恐れは、ほぼな

いと言える。例えば

1） 第１図からも明らかのように、現行法の技術規

格である RCR STD-33A（2,471－2,497MHz）に基

づく無線 L A N機器を使用すれば、運用周波数の約

半分は第二世代との通信の重複は避けられる。

2） 各社各様の無線機器が販売される中、機器の仕

様で周波数が重複していないか、運用周波数を重

複が避けられるように、任意に設定できる仕様の

機器を使用する。（変調方式による）

更に混信、妨害、干渉回避への事前策の要点をまと

めると

1）購入時の機種選定：無線機器の使用周波数が重複

を避けられる仕様の機器か。

3） 空間分離：運用機器相互の空間的な距離を非干

渉距離まで十分に分離することが、空間配置とし

て設置上可能か。

4） 無線環境調査：無線システムの同一ユーザ内、

外部ユーザからの電波干渉の事前調査を実施し、

干渉対策をとれるか。

また、これらの課題に関して「既存通信の保護」の

立場から、ARIB STD－T66ではユーザの機器使用時に

おける「運用ガイドラインとしての注意書」および

「現品表示内容の意味」の記載が、メーカに要求されて

いる。更に、ステッカー、カタログ、パンフレットへ

も「注意書き」および「現品表示内容」の記載が求め

られている。ここでARIB STD－T66で求めている「現

品表示内容」についてご紹介をしておきたい。

「現品表示内容」とは、第二世代小電力データ通信

システムの無線設備本体に、「2 . 4 G H z帯使用機器・変調

方式・想定干渉距離・周波数変更の可否」（第２図）を

記号で表示することをいう。

①「2．4」： 2.4GHz帯を使用する無線設備を表す。

②「DS」 ： 変調方式を表す。

D S S S方式：D S，F H S S方式：F H，O F D M方式：O F，

複合方式：HY，その他：XX

③「1」 ： 移動体識別装置の構内無線局に対して

想定される与干渉距離を表す。例は想定干渉距離

（1×10）m以下を表す。

④「 」：全帯域を使用し、かつ移動体

識別装置の帯域を回避可能であることを意味する。

これらの機器情報は、電波干渉・混信・妨害の事前

回避の最低限目安を提供し、導入現場での事前無線環

境調査を含め、機器構成・選定での検討事項である。

なお、詳細については「ARIB STD－T66」2.0版が最

近発行されたので、こちらをご参照頂きたい。

おわりに

今回は2 . 4 G H zの法的環境とその課題についてご紹介

してきたが、後半は少々マイナスイメージになった感

がある。これらの課題は無線機器の普及と利用密度に

大きく関係しているが、しかし問題が発生する可能性

をもはや否定できない現実があり、事前にどういった

注意が必要であり、対策が可能か、を把握することを

求めていると言える。バーコードシステムでの無線シ

ステムの「まとめ」として次回は６月号でご紹介した

4 0 0、1 2 0 0 M H zそして今回の2 . 4 G H zを相互比較をして

みたい。
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第2図　現品表示（例）


